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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第７期

第２四半期連結
累計期間

第７期
第２四半期連結
会計期間

第６期

会計期間
自平成20年４月１日
至平成20年９月30日

自平成20年７月１日
至平成20年９月30日

自平成19年４月１日
至平成20年３月31日

売上高　　　　　　　　 （千円） 37,407,028 18,511,928 72,338,725

経常利益（△は経常損失） （千円） △119,405 △198,548 955,389

四半期（当期）純利益（△は純損失） （千円） △811,948 △709,442 △2,272,347

純資産額 （千円） ― 3,164,071 4,265,997

総資産額 （千円） ― 24,442,268 26,414,522

１株当たり純資産額 （円） ― 28,923.41 39,086.30

１株当たり四半期（当期）純利益金額

（△は純損失）
（円） △7,461.87 △6,521.63 △20,798.75

潜在株式調整後

１株当たり四半期（当期）純利益金額
（円） ― ― ―

自己資本比率 （％） ― 12.9 16.1

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △3,340,975 ― △1,490,213

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △865,835 ― △1,526,458

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 1,655,526 ― 1,054,978

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） ― 8,101,450 10,642,630

従業員数 （人） ― 2,088 1,963

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第７期第２四半期連結累計(会計)期間及び第６期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額に

ついては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期（当期）純損失であるため記載しておりません。

４．従業員数は就業人員数であり、期間スタッフを含んでおりません。
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２【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

平成20年９月30日現在では、当社グループは、当社、連結子会社11社により構成されており、人材関連事業、教育事

業、介護事業及びその他の事業を展開しております。

３【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成20年９月30日現在

従業員数（人） 2,088 (3,402)

　（注）１．従業員数は就業人員数（常勤講師及び常勤介護スタッフを含む。）であり、期間スタッフを含んでおりませ

ん。

２．臨時雇用者数（非常勤講師、パートタイマー、人材派遣会社からの派遣社員等を含む。）は、当第２四半期連

結会計期間の平均人員を（　）内に外数で記載しております。

(2）提出会社の状況

　 平成20年９月30日現在

従業員数（人） 91 (30)

　（注）１．従業員数は就業人員数であります。

２．臨時雇用者数（パートタイマー、人材派遣会社からの派遣社員を含む。）は、当第２四半期会計期間の平均人

員を（　）内に外数で記載しております。

３．当第２四半期会計期間において、従業員数が74名、臨時雇用者数が27名増加したのは、当社が、連結子会社で

あるヒューマンビジネスサービス株式会社から事業を譲受けたことに伴う人員の異動によるものでありま

す。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1) 提供能力

人材関連事業における派遣労働者の登録者数は、次のとおりであります。

平成20年６月30日現在（人） 増加数（人） 減少数（人） 平成20年９月30日現在（人）

413,869 20,927 47,910 386,886

（注）減少数につきましては、当第２四半期連結会計期間において、稼働見込みのない登録派遣スタッフの登録を抹消し

たものであります。

教育事業における受講生を収容できる教室数及び収容座席数は、次のとおりであります。

　
平成20年９月30日現在

教室数（室） 収容座席数（席）

北海道・東北地区 42 766

関東地区 218 4,352

中部地区 45 906

近畿地区 165 3,518

中国・四国地区 29 441

九州・沖縄地区 68 974

海外（USA） 10 177

合計 577 11,134

(2) 受注状況

　該当事項はありません。

(3)販売実績

　当第２四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日　
　　至　平成20年９月30日）

販売高（千円） 構成比（％）

人材関連事業   

人材派遣事業 13,265,493 71.7

人材紹介事業 339,993 1.8

その他附帯事業 7,575 0.0

小計 13,613,063 73.5

教育事業   

社会人教育事業 2,107,291 11.4

全日制教育事業 1,540,597 8.3

小計 3,647,889 19.7

介護事業 996,276 5.4

その他の事業 254,698 1.4

合計 18,511,928 100.0

（注）記載している金額につきましては、消費税等は含んでおりません。

　人材関連事業における派遣スタッフ及び期間スタッフの月平均稼働人数（平成20年７月～平成20年９月）は、次の

とおりであります。

月平均稼働スタッフ数

17,371人

　教育事業における受講生の月平均人数（平成20年７月～平成20年９月）は、次のとおりであります。

月平均受講生数

19,026人　
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２【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

３【財政状態及び経営成績の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日（平成20年11月14日）現在において当社グループ（当社及び連

結子会社）が判断したものであります。

(1) 業績の状況

当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、米国に端を発した世界的な金融危機を背景にして、国内経済

を牽引していた輸出が鈍化するなど、景気の後退感がさらに強まりました。

当社グループを取り巻く事業環境は、人材関連業界におきましては、マーケットの伸び率に鈍化傾向が見られる

一方で、業界内での再編の動きが活発化しております。教育業界におきましては、教育ニーズが高度化・専門化する

中で、淘汰・再編や業務提携等の動きが進んでおります。介護業界におきましては、高齢化の進展によりマーケット

は拡大しておりますが、ホームヘルパー不足が課題になっております。

このような状況において、当社グループは、主に教育事業の再構築と人材関連事業における収益拡大に取り組み、

既存事業の収益構造の抜本的見直しに努めてまいりました。また、フランチャイズ事業をはじめとした新規事業に

関しては、引き続き積極的に展開すると同時に、早期安定化に向けた取り組みを強化してまいりました。

以上の結果としまして、当第２四半期連結会計期間における売上高は18,511百万円となりました。しかしながら、

利益面では、人材関連事業における営業費用の増加と、教育事業における売上の減少により、経常損失は198百万円

となりました。また、主に教育事業の再構築に伴う校舎の閉鎖・縮小に係る損失引当金等を特別損失として計上し

たことにより、四半期純損失は709百万円となりました。

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。なお、詳細は「第５　経理の状況　１　四半期連結財務諸

表　注記事項　セグメント情報　事業の種類別セグメント情報」をご覧ください。

①　人材関連事業

人材派遣事業におきましては、大手企業グループへの営業推進に引き続き注力するとともに、製造業、メディカ

ル、特定派遣を重点取り組み分野として、売上の拡大に努めました。この結果、職種別の売上としては、主力職種で

ある一般事務、OAオペレータ等が着実に増加し、専門性の高い職種として注力しているメディカル、機械設計等も

顕著に増加いたしました。また、特定派遣分野におきましても、機械系、半導体関連の技術者採用・稼働が進んだ

結果、売上が増加いたしました。

登録者の確保につきましては、引き続きインターネット経由での登録促進に注力するとともに、キャリア手当

制度（ヒューマンアカデミー株式会社の指定講座修了生が派遣社員として稼働した場合の支援制度）を拡充す

るなど、人材育成支援にも努めました。特定派遣分野におきましては、外国人技術者を含め、機械系エンジニアを

中心とした技術者の採用を推進するとともに、半導体分野等の研修強化により即戦力となる人材の育成に取り組

みました。

人材紹介事業におきましては、営業担当者の増員により顧客企業への対応を強化し、職種別の売上としては、主

力の事務・管理関連職、営業・企画関連職が増加した他、建築・土木・設備関連職等が顕著に増加いたしました。

この結果、売上高は13,613百万円と着実に増加いたしましたが、保険料率の引き上げに伴う原価率の上昇及び組

織拡大に伴う人件費の増加等により、営業利益は220百万円となりました。

②　教育事業

教育事業におきましては、「事業の再構築」を最重要課題として、経営効率の向上に努めました。その一環とし

て、不採算事業の社会人向け英会話事業の縮小を進めました。また、不採算校舎の統廃合及び教室面積の見直しを

進め、社会人教育事業では、沼津校（静岡県）、徳島校（徳島県）、長崎校（長崎県）を閉鎖し、仙台校（宮城

県）、浜松校（静岡県）を縮小移転いたしました。全日制教育事業では、仙台校(宮城県）を縮小移転いたしまし

た。

一方で、企業研修の獲得と通信講座の販売に注力するなど、事業の選択と集中を図りました。また、コンタクト

センター（コールセンター）の充実や社員研修体系の整備を行うなど、営業力の強化に取り組みました。

社会人教育事業におきましては、商品開発プロジェクトを推進し、商品開発力の強化を図りました。この結果、

「ネイリストプロフェッショナル講座」、「心理カウンセリング（NLPプラクティショナー）講座」、「日本語教

師養成講座」、「医療事務講座」等の売上が増加いたしました。

全日制教育事業におきましては、専門教育の低年齢化によるマーケットの変化に対応して、今期開校いたしま

した通信制高校のサポート校の生徒募集を推進いたしました。

しかしながら、社会人教育事業においては、マーケットの縮小と競争激化による前期の新規契約の減少と、セル

フ・コンディショニング・スタジオの撤退により、受講生数が減少いたしました。また、全日制教育事業において

は、大学と競合するカレッジが想定以上に苦戦したことにより、総合学園ヒューマンアカデミーの本科部門在校
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生数が減少いたしました。

この結果、売上高は3,647百万円、営業損失は430百万円となりました。

③　介護事業

介護事業におきましては、前期に開設した事業所を中心に、利用者数が順調に増加いたしました。

利用者の増加に対応し、介護スタッフの新規採用と定着率向上を目的として、正職員登用制度の拡充や研修体

制の整備を進めました。また、利用者の満足度向上を目的として、デイサービスステーションへの「足湯」の導入

を進めた他、リンパビクスと呼ばれるリンパの流れを促す体操を実施するなど、レクリエーションの充実を図り

ました。

前期に開設いたしました介護付き有料老人ホームの千葉院内の郷（千葉県）及び鳩ヶ谷の郷（埼玉県）にお

きましては、利用者が順調に増加いたしました。

事業所の展開につきましては、デイサービスステーションとして寝屋川の湯（大阪府）、なにわ乃湯（大阪

府）を新規開設した他、なにわ乃湯に心斎橋訪問介護ステーションを統合して併設型拠点といたしました。

この結果、売上高は996百万円、営業利益は59百万円と黒字化いたしました。

④　その他の事業

プロバスケットボールチーム「大阪エヴェッサ」の運営におきましては、チケット売上は増加いたしました

が、スポンサー売上は減少いたしました。　

コスメティック関連事業におきましては、前期に開設した店舗において売上が順調に増加いたしました。

フランチャイズ事業におきましては、日本及び韓国において英会話教室のフランチャイズ加盟店の増加を図る

ための営業を推進いたしました。また、託児事業のフランチャイズ展開を推進するため、モデル店舗としてヒュー

マンナーサリーJR尼崎ステーション（兵庫県）を新規開設するとともに、フランチャイズ加盟店の募集を開始い

たしました。

事務管理受託業務におきましては、引き続き業務の効率化を推進いたしましたが、当社グループの間接コスト

削減に伴い、業務量が減少いたしました。

この結果、売上高は254百万円と順調に増加いたしましたが、フランチャイズ事業の先行経費が発生したことに

加え、事務管理受託業務の取扱高が減少したことにより、営業損失は76百万円となりました。

(2) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、第１四半期連結会計期

間末に比べ1,180百万円減少し、8,101百万円となりました。

当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの増減要因は、以下のとおりでありま

す。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結会計期間における営業活動による資金の減少は、873百万円となりました。これは主に、前受金

の減少額が588百万円、税金等調整前四半期純損失が526百万円あったことによるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結会計期間における投資活動による資金の減少は、415百万円となりました。これは主に、校舎の

移転及び改修等による支出が391百万円あったことによるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結会計期間における財務活動による資金の増加は、107百万円となりました。これは主に、短期借

入金の減少額が1,600百万円、長期借入金の約定による返済が353百万円あったものの、長期借入金により2,100百万

円を調達したことによるものです。

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4) 研究開発活動

該当事項はありません。
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(5) 経営成績に重要な影響を与える要因

①　法的規制変更のリスク

当社グループの各事業は、現時点の法的規制に従って業務を遂行しております。将来における法令等の変更及

びその影響は現段階では不明でありますが、規制が新設または強化される場合には、当社グループの経営成績に

影響を与える可能性があります。

②　社会保険料の改定について

社会保険料率は、今後長期間にわたって上昇していくことが予想されます。

当社グループの主力事業として展開している人材派遣事業においては、派遣スタッフの約75%が社会保険の適

用対象となっており、社会保険料の負担が増加することとなります。

当社グループにおいては、今後とも利益向上に努めてまいりますが、社会保険料率の改定による保険料負担の

増加分を吸収できない場合には、当社グループの今後の業績に影響を及ぼす可能性があります。

③  人員の確保について

(a)  講師の確保について

教育事業におきましては、業界直結型の講座を展開しているため、業界の第一線で活躍する人物に講師を依

頼することを原則としております。そして、社会的ニーズの高い講座を開発するよう努めておりますが、専門性

の高い講座については、講師として教授できる人物の確保が困難な場合があります。また、社会的ニーズが高い

がゆえに実務家が本業に専念されがちであることなどにより、講師給が比較的高くなる可能性もしくは講師の

確保ができずに開講できない可能性もあります。このようなことが多発する場合には、当社グループの業績に

影響を及ぼす可能性があります。

(b)  派遣スタッフの確保について

人材派遣事業におきましては、顧客企業の依頼に応じて迅速に登録派遣労働者をマッチングさせることが重

要であり、事業の性質上、派遣スタッフの確保が非常に重要であります。

教育事業との連携による専門知識を身に付けた教育事業の修了生にスタッフ登録への働きかけを行うなど

して、専門特化型派遣に注力しておりますが、特に専門性の高い技術者については、必ずしも適時に確保できる

保証がありません。このようなことが多発する場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。

(c)  介護スタッフの確保について

介護保険法の施行以来、介護業界における介護スタッフの確保が事業展開のカギとなっております。

当社グループを含めて介護事業者各社ともホームヘルパー講座を開講し、介護スタッフの養成及び確保に努

めております。

しかしながら、適時に介護スタッフを確保できないことが多発する場合には、今後の事業展開及び利用者数

拡大の制約となり、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

④  社員の定着について

当社グループの社員層は若い年齢層に集中しており、将来のキャリアパスを明示しにくいという課題がありま

す。

これに対し社内公募制度や社内起業制度をさらに浸透させるなど、社員自身が主体的に自らのキャリアパスを

描き実現できる人事施策をより重点的に行うことによって、グループ横断でのキャリアアップモデルを構築し優

秀な人材の定着率向上に努めてまいります。また、体系的な教育研修の継続や社員の能力・業績成果に対して応

分に報いる評価制度を充実させることにより、社員育成と社員のやりがいをバックアップする施策の充実を図り

ます。

しかしながら、一定の離職率が継続する場合には、当社グループの人材・ノウハウが社外に流出することにな

り、当社グループの今後の業績に影響を及ぼす可能性があります。

⑤　新規事業への投資について

当社グル－プは、グループシナジー効果を高めながら既存事業の周辺分野への展開を図り、新規事業を推進し

ております。

これらの新規事業が、当初予定した成果を上げることができない場合には、当社グループの業績に影響を及ぼ

す可能性があります。

⑥  投資有価証券の減損について

当社グル－プは、投資有価証券を保有しておりますが、その時価または実質価額が著しく下落した場合には、回

復する見込みがあると認められる場合を除き、当該時価または実質価額までを評価損として計上することとなる
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ため、当社グループの経営成績に影響を与える可能性があります。

⑦  固定資産の減損について

「固定資産の減損に係る会計基準」の適用により、当社グループの事業用の資産及び遊休資産に、減損損失の

認識をすべきであると判定された場合は、帳簿価額から回収可能価額までを減損損失として計上することとなる

ため、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

(6) 経営戦略の現状と見通し

当社グループの中長期的な経営戦略として、人と企業の最適化を推進するために、人材関連事業、教育事業に加え

て新規事業やM&A・事業提携等へ積極的に取り組むことにより、「人財」の高付加価値化に努めてまいります。ま

た、経営環境の変化に機敏に対応しながら、拡大するビジネスチャンスに積極的に取り組んでまいります。

この中長期的な取り組みの中で、当社グループは、教育事業の再構築及び人材関連事業の収益向上を当面の最重

要課題として取り組みを推進してまいります。

(7) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

当第２四半期連結会計期間末の資産合計は、24,442百万円となり、前連結会計年度末の26,414百万円から1,972百万

円減少いたしました。

流動資産につきましては、16,838百万円となり、前連結会計年度末の19,362百万円から2,523百万円減少いたしまし

た。これは主に、現金及び預金が2,541百万円減少したことによるものです。また、固定資産につきましては、7,603百

万円となり、前連結会計年度末の7,052百万円から551百万円増加いたしました。これは主に、校舎の移転等による有

形固定資産及び差入保証金が増加したことによるものです。

次に、負債合計は、21,278百万円となり、前連結会計年度末の22,148百万円から870百万円減少いたしました。

流動負債につきましては、17,055百万円となり、前連結会計年度末の19,908百万円から2,852百万円減少いたしまし

た。これは主に、前受金が2,148百万円、未払法人税等が343百万円、未払金が331百万円減少したことによるものです。

また、固定負債につきましては、4,222百万円となり、前連結会計年度末の2,239百万円から1,982百万円増加いたしま

した。これは主に、長期借入金が増加したことによるものです。

純資産につきましては、3,164百万円となり、前連結会計年度末の4,265百万円から1,101百万円減少いたしました。

これは主に利益剰余金が減少したことによるものです。

(8) 経営者の問題意識と今後の方針について

当社グループの属する事業領域である人材関連事業、教育事業及び介護事業は、いずれも競争激化しており、経営

環境はますます厳しくなっていくものと認識しております。

これらの状況を踏まえて、当社グループは、当連結会計年度において、２期連続の赤字を見込んでいることに加え

て、配当予想も無配当としております。

当社グループの経営陣は、このような事態を真摯に受け止め、「(6) 経営戦略の現状と見通し」で記載の内容に、全

力で取り組んでまいります。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2）設備の新設、除却等の計画

当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、改修について

完了したものはありません。

当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却計画は次のとおりであります。

 ①　新設

　　当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設はありません。

 ②　除却

会社名
事業所名

所在地
事業の種類別
セグメント

設備の内容
除却予定額
（千円）

着手 完了
除却による
減少能力

ヒューマンアカデミー㈱
北海道

札幌市
教育事業 校舎の移転 18,881 平成21年２月 平成21年３月 －

ヒューマンアカデミー㈱
神奈川県

横浜市
教育事業 校舎の移転 9,785 平成20年11月 平成20年12月 －

ヒューマンアカデミー㈱
大阪府

大阪市
教育事業 校舎の縮小 9,107 平成21年１月 平成21年３月 －

　（注）１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

２．除却予定額については、当第２四半期連結会計期間において減損損失を計上しております。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 410,000

計 410,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成20年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年11月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 109,872 109,872 ジャスダック証券取引所 （注）

計 109,872 109,872 － －

 （注） 「提出日現在発行数」の欄には、平成20年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は含まれておりません。

EDINET提出書類

ヒューマンホールディングス株式会社(E05428)

四半期報告書

10/28



(2)【新株予約権等の状況】

　旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

平成14年８月24日臨時株主総会決議

区分
第２四半期会計期間末現在
（平成20年９月30日）

新株予約権の数（個）（注１） 153

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株）

（注１、２、４）
306

新株予約権の行使時の払込金額（円）（注３、４） １株当たり25,000

新株予約権の行使期間
平成17年10月１日～

平成22年９月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）（注３、４）

発行価格　　１株当たり25,000

資本組入額　１株当たり12,500

新株予約権の行使の条件

新株予約権の割当を受けた者が当会社又は当会社の旧商

法上子会社の取締役及び従業員の地位を失ったときは新

株予約権を行使することができない。その他の条件は、当

会社取締役会決議に基づき、当会社と新株予約権の割当を

受けた者との間で締結する「新株予約権付与契約」に定

めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡、質入その他一切の処分をすることができない。

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 

（注）１．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、臨時株主総会決議日からの当社及び子会社の取締

役の退任及び従業員の退職並びに新株予約権の権利行使に伴って減じた数であります。

２．当会社が株式分割を行うときは、株式分割の効力発生の時をもって次の算式により新株予約権の目的たる株

式数を調整する。調整の結果、１株の100分の１未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てる。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 ×
既発行株式数＋新発行株式数

既発行株式数

また、当会社が株式併合を行うときは、株式併合の効力発生の時をもって次の算式により新株予約権の目的

たる株式数を調整する。調整の結果１株の100分の１未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てる。

　 調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 併合の比率

３．当会社が株式分割を行うときは、株式分割の効力発生の時をもって次の算式により払い込みをすべき金額を

調整する。計算の結果１円未満の端数が生じた場合は、これを切り上げる。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
既発行株式数

既発行株式数＋新発行株式数

また、当会社が株式併合を行うときは、株式併合の効力発生の時をもって次の算式により払い込みをすべき

金額を調整する。計算の結果１円未満の端数が生じた場合は、これを切り上げる。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

併合の比率

４．平成17年５月20日開催の取締役会決議により、平成17年９月20日付で１株を２株にする株式分割を行ってお

ります。これにより、「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株

予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。

(3)【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。
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(4)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株） 

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成20年７月１日～
平成20年９月30日 －　 109,872 － 1,299,900 　－ 1,100,092

(5)【大株主の状況】

　 平成20年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

佐藤朋也 東京都渋谷区 32,124 29.23

有限会社ペアレンツ 東京都渋谷区代々木5丁目50－13-316　 18,440 16.78

佐藤耕一 兵庫県芦屋市　 17,142 　　　　　 15.60

黒﨑耕輔 東京都目黒区　 4,964 4.51

ヒューマンホールディングス従業

員持株会
東京都新宿区西新宿6丁目6-2　 4,230 3.84

有限会社ＴＨ 兵庫県芦屋市奥池南町26-10 3,256 2.96

株式会社ＹＳ 兵庫県芦屋市奥池南町26-10　 3,256 2.96

株式会社ＡＮ 兵庫県芦屋市奥池南町26-10　 2,664 2.42

有限会社ＫＫ 兵庫県芦屋市奥池南町26-10　 2,664 2.42

オフィスあぐり株式会社 東京都目黒区下目黒5丁目11-19-301　 2,500 2.27

計 － 91,240 83.04
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(6)【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 　普通株式　　　1,089 － －

完全議決権株式（その他） 　普通株式　　108,783 108,780 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 109,872 － －

総株主の議決権 － 108,780 －

　（注）　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式（名義書換失念株式）が３株含まれてお

ります。また、「議決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数３個を含めておりませ

ん。

②【自己株式等】

　 平成20年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

ヒューマンホールディ

ングス株式会社
東京都新宿区西新宿6-6-2 1,089 － 1,089 0.99

計 － 1,089 － 1,089 0.99

　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 34,100 36,300 26,200 23,520 22,000 24,000

最低（円） 25,500 25,900 21,100 20,000 11,630 12,500

　（注）  最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、第１四半期連結会計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）から、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日内閣府令第50号）附則第７条第１項第

５号ただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平

成20年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 8,101,450 10,642,630

売掛金 7,225,861 7,458,793

商品 310,205 312,860

貯蔵品 14,909 5,538

その他 1,197,738 952,395

貸倒引当金 △11,819 △9,913

流動資産合計 16,838,346 19,362,303

固定資産

有形固定資産 ※1,2
 2,655,735

※1,2
 2,425,998

無形固定資産 496,462 537,487

投資その他の資産

差入保証金 2,797,266 2,612,959

その他 1,685,275 1,566,712

貸倒引当金 △30,819 △90,940

投資その他の資産合計 4,451,722 4,088,731

固定資産合計 7,603,921 7,052,218

資産合計 24,442,268 26,414,522

負債の部

流動負債

買掛金 159,829 210,309

短期借入金 － 500,000

1年内返済予定の長期借入金 1,607,560 1,151,460

前受金 7,255,780 9,404,445

未払金 4,991,677 5,322,804

未払法人税等 263,283 606,718

賞与引当金 614,178 538,079

店舗閉鎖損失引当金 526,075 265,560

その他 1,637,582 1,909,562

流動負債合計 17,055,968 19,908,939

固定負債

長期借入金 3,886,960 1,907,440

役員退職慰労引当金 255,805 250,283

その他 79,463 81,861

固定負債合計 4,222,228 2,239,585

負債合計 21,278,196 22,148,525
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,299,900 1,299,900

資本剰余金 809,900 809,900

利益剰余金 1,107,512 2,209,406

自己株式 △66,291 △58,771

株主資本合計 3,151,021 4,260,435

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △4,384 △13,032

為替換算調整勘定 △260 14,137

評価・換算差額等合計 △4,645 1,104

少数株主持分 17,695 4,457

純資産合計 3,164,071 4,265,997

負債純資産合計 24,442,268 26,414,522
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

売上高 37,407,028

売上原価 28,483,706

売上総利益 8,923,321

販売費及び一般管理費 ※1
 9,044,783

営業損失（△） △121,461

営業外収益

受取利息 6,070

受取配当金 72

金銭の信託運用益 14,550

その他 52,247

営業外収益合計 72,940

営業外費用

支払利息 31,646

その他 39,237

営業外費用合計 70,883

経常損失（△） △119,405

特別利益

投資有価証券売却益 1,824

特別利益合計 1,824

特別損失

固定資産除却損 29,901

減損損失 61,314

店舗閉鎖損失引当金繰入額 322,846

賃貸借契約解約損 21,756

特別損失合計 435,818

税金等調整前四半期純損失（△） △553,399

法人税等 ※2
 261,726

少数株主損失（△） △3,176

四半期純損失（△） △811,948
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成20年９月30日)

売上高 18,511,928

売上原価 14,243,048

売上総利益 4,268,879

販売費及び一般管理費 ※1
 4,459,350

営業損失（△） △190,471

営業外収益

受取利息 5,139

金銭の信託運用益 5,843

その他 24,135

営業外収益合計 35,119

営業外費用

支払利息 20,278

投資有価証券評価損 11,340

その他 11,577

営業外費用合計 43,196

経常損失（△） △198,548

特別損失

固定資産除却損 12,672

減損損失 38,264

店舗閉鎖損失引当金繰入額 277,381

特別損失合計 328,318

税金等調整前四半期純損失（△） △526,866

法人税等 ※2
 184,383

少数株主損失（△） △1,807

四半期純損失（△） △709,442
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △553,399

減価償却費 229,227

減損損失 61,314

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,048

賞与引当金の増減額（△は減少） 76,099

店舗閉鎖損失引当金の増減額（△は減少） 260,515

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 5,521

受取利息及び受取配当金 △6,142

支払利息 31,646

固定資産除却損 22,633

投資有価証券売却損益（△は益） △1,824

売上債権の増減額（△は増加） 244,746

たな卸資産の増減額（△は増加） △807

仕入債務の増減額（△は減少） △53,616

前受金の増減額（△は減少） △2,147,921

未払金の増減額（△は減少） △378,307

その他 △417,499

小計 △2,628,862

利息及び配当金の受取額 6,236

利息の支払額 △28,158

法人税等の支払額 △690,191

営業活動によるキャッシュ・フロー △3,340,975

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △427,235

無形固定資産の取得による支出 △42,707

投資有価証券の取得による支出 △156,850

投資有価証券の売却による収入 1,824

差入保証金の差入による支出 △351,890

差入保証金の回収による収入 120,184

貸付けによる支出 △10,000

貸付金の回収による収入 834

その他 3

投資活動によるキャッシュ・フロー △865,835
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（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △500,000

長期借入れによる収入 3,100,000

長期借入金の返済による支出 △664,380

自己株式の取得による支出 △7,520

配当金の支払額 △272,572

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,655,526

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,658

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,552,943

現金及び現金同等物の期首残高 10,642,630

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 11,763

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 8,101,450
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

１．連結の範囲に関する事項

の変更

(1)連結の範囲の変更

第１四半期連結会計期間より、ヒュー

マックス㈱は重要性が増加したことによ

り、連結の範囲に含めております。

(2)変更後の連結子会社の数

11社

２．持分法の適用に関する事

項の変更

持分法適用関連会社

①持分法適用関連会社の変更

第１四半期連結会計期間において、ライ

フエンタテイメント㈱は、当社が所有する

株式を全て売却したため、持分法の適用範

囲から除いております。

②変更後の持分法適用関連会社の数

なし

３．会計処理基準に関する事

項の変更

重要な資産の評価基準及び評価方法の変更

　たな卸資産

　通常の販売目的で保有するたな卸資産に

ついては、従来、主として総平均法による原

価法によっておりましたが、第１四半期連

結会計期間より「棚卸資産の評価に関する

会計基準」（企業会計基準第９号　平成18

年７月５日）が適用されたことに伴い、主

として総平均法による原価法（貸借対照表

価額については収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法）により算定しております。

　これによる損益に与える影響はありませ

ん。
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【簡便な会計処理】

　
当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

１．一般債権の貸倒見積高の

算定方法

　貸倒実績率が前連結会計年度末に算定し

たものと著しい変化がないと認められる場

合に、前連結会計年度末に算定した貸倒実

績率等の合理的な基準を使用して一般債権

の貸倒見積高を算定しております。

２．固定資産の減価償却費の

算定方法

　定率法を採用している資産については、連

結会計年度に係る減価償却費の額を期間按

分して算定する方法によっております。

３．法人税等並びに繰延税金

資産及び繰延税金負債の算

定方法

　法人税等の納付税額の算定に関しては、加

味する加減算項目や税額控除項目を重要な

ものに限定して算定しております。

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関し

ては、前連結会計年度末以降に経営環境等、

又は、一時差異等の発生状況に著しい変化

がないと認められる場合に、前連結会計年

度において使用した将来の業績予測やタッ

クス・プランニングを利用する方法によっ

ております。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

該当事項はありません。　
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成20年９月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額

         2,654,351千円

※２　過年度に取得した資産のうち、国庫補助金による圧縮

記帳額は30,000千円であり、貸借対照表計上額はこの

圧縮記帳額を控除しております。

　なお、その内訳は建物30,000千円であります。

※１　有形固定資産の減価償却累計額

2,629,269千円

 ※２　　　　　　　　　　同左

（四半期連結損益計算書関係）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

役員退職慰労引当金繰入額 16,481千円

従業員給与賞与 3,807,883 　

賞与引当金繰入額 505,006 　

貸倒引当金繰入額

　

5,210 　

※２　法人税等調整額は法人税等に含めて表示しておりま

す。

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

役員退職慰労引当金繰入額 7,694千円

従業員給与賞与 1,931,798 　

賞与引当金繰入額 235,159 　

貸倒引当金繰入額
　

3,886 　

※２　法人税等調整額は法人税等に含めて表示しておりま

す。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

※　　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年９月30日現在）

　 （千円）

現金及び預金勘定 8,101,450

預入期間が３か月を超える定期預金 ―

現金及び現金同等物 8,101,450
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（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　

平成20年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式 109,872
株

　

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式 1,089
株

　

３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

４．配当に関する事項

配当金支払額

　

　

（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年６月26日

定時株主総会
普通株式 272,572 2,500 平成20年３月31日 平成20年６月27日 利益剰余金　

５．株主資本の金額の著しい変動

　該当事項はありません。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

　
人材関連事業
（千円）

教育事業
（千円）

介護事業
（千円）

その他の事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高        

(1)外部顧客に対する

売上高
13,613,063 3,647,889 996,276 254,698 18,511,928 ― 18,511,928

(2)セグメント間の内部

売上高又は振替高
81,922 20,935 ― 392,479 495,337 △495,337 ―

計 13,694,985 3,668,825 996,276 647,178 19,007,265 △495,337 18,511,928

営業利益

又は営業損失(△)
220,447 △430,449 59,783 △76,853 △227,071 36,599 △190,471

当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

　
人材関連事業
（千円）

教育事業
（千円）

介護事業
（千円）

その他の事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高        

(1)外部顧客に対する

売上高
27,113,939 7,887,403 1,906,279 499,404 37,407,028 ― 37,407,028

(2)セグメント間の内部

売上高又は振替高
163,731 60,917 ― 811,453 1,036,102 △1,036,102 ―

計 27,277,671 7,948,320 1,906,279 1,310,858 38,443,130 △1,036,102 37,407,028

営業利益

又は営業損失(△)
506,359 △529,069 44,384 △171,840 △150,166 28,704 △121,461

（注）１．事業区分は、事業の種類、性質の類似性を考慮して区分しております。

２．各事業の主な内容

（1）人材関連事業……人材派遣、人材紹介

（2）教育事業…………社会人教育、全日制教育

（3）介護事業…………居宅介護支援、訪問介護サービス、デイサービス、グループホーム、小規模多機能型居宅介

護、介護付き有料老人ホーム

（4）その他の事業……事務管理受託業務、広告関連業務、不動産関連業務、スポーツエンターテインメント事業、

コスメティック関連事業、フランチャイズ事業、eコマース事業

【所在地別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自　

平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、記載を省略しております。

【海外売上高】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自　

平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、記載を省略しております。

　

（有価証券関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成20年９月30日）

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動はあり

ません。

EDINET提出書類

ヒューマンホールディングス株式会社(E05428)

四半期報告書

25/28



（デリバティブ取引関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成20年９月30日）

金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので記載の対象から除いております。

　

（ストック・オプション等関係）

当第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）　

該当事項はありません。　

　

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成20年９月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

１株当たり純資産額   28,923円41銭 １株当たり純資産額 39,086円30銭

２．１株当たり四半期純利益金額等

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △7,461円87銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失

であるため記載しておりません。

１株当たり四半期純損失金額（△） △6,521円63銭

同左

　(注)１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

四半期純損失（千円） △811,948 △709,442

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る四半期純損失（千円） △811,948 △709,442

期中平均株式数（株） 108,813 108,783

（重要な後発事象）

該当事項はありません。　

　

（リース取引関係）

当第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

所有権移転外ファイナンス・リース取引について、通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っておりま

すが、当第２四半期連結累計期間におけるリース取引残高は前連結会計年度末に比べて著しい変動が認められな

いため、記載しておりません。

　

２【その他】

該当事項はありません。　　
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年11月14日

ヒューマンホールディングス株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 中川　一之　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 松本　正一郎　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 佐藤　陽子　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているヒューマンホール

ディングス株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成20年

７月１日から平成20年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係

る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算

書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場

から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ヒューマンホールディングス株式会社及び連結子会社の平成20年９月30

日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四

半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認

められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

　　　　２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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